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	御意見

	◆該当箇所

  第24条　148～152

○意見内容

現行特別支援教育の説明に終始しているが、インクルーシブな教育システムの構築への具体的な施策、とりわけに通常の教育の改革の展望を示すべきである。

○理由

教育振興基本計画や障害者基本法において、「可能な限り障害のある児童生徒が障害のない児童生徒と共に学ぶことができるよう配慮」するという規定があることや、就学システムの改正によって、あたかも日本ではインクルーシブ教育が推進されてきているかの印象を与えようとする文章であるが、あまりに現状肯定的で実態を反映していないと思われる。

そもそもインクルーシブ教育は、単に「障害のある児童生徒が障害のない児童生徒と共に学ぶ」ということにとどまらない。障害のある子どもはもとより、民族･文化･言語的マイノリティ、ジェンダー、貧困など多様な理由によって排除されやすい子どもたちを含め、すべての子どもの多様なニーズを受け止め、それに応えていく教育全体の改革であり、何よりも通常の教育の在り方が問われているはずである。
しかし、この間の特別支援学校･学級、通級指導対象者の急増は、一面では、より多くの子どもの専門性の高い指導･支援へのニーズに応えた結果と評価できるものの、同時に通常の教育が障害のある子どもをしっかりと受け止められる状態にないことを示している。通常の教育における学級定数や教職員配置を抜本的に改善すること、および教育課程や指導法を、障害のある子どもも含めた多様なニーズに応えられるように改革することが、インクルーシブ教育システムの構築には不可欠である。
◆該当箇所

  第24条　154～157

○意見内容

特別支援学校の学習指導要領や教員免許の説明だけでなく、通常の幼稚園、小学校、中学校、高等学校の学習指導要領や教員免許制度を、インクルーシブ教育推進に向けてにどう改革すべきか、現状と課題を明記すべきである。

○理由

上記と同様に、現在問われているのは通常の教育の改革である。現行の学習指導要領には交流及び共同学習の記述はあるものの、通常の教育課程をどのようにインクルーシブなものにしていくかが記されていない。また現行の教員免許制度も、教職科目の一部に障害について扱う以外、インクルーシブ教育に対応できるものとなっていない。



